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政策学習論の再構築に向けて

秋 吉 貴雄

1．問題の所在

政策過程分析において「認識的要因（cognitivefactors)」が注目される中、1970年代後半から政策

学習（policylearning）の概念が登場した。同概念は政策変容（policychange）がなぜ生じるかとい

うメカニズムを分析する枠組みとなり、多様な学習概念が提示された。また、公共政策学・政策科学

においても、政策分析によって提示された知械がどのように政策に反映されるかということを同概念

が示すため、「ofの知識」（政策過程論）と「ｉｎの知識」（政策分析論）をつなぐ分析概念と認識され

た（秋吉・伊藤・北山2010)。しかし、1993年にホール（PeterA､Hall）によって社会的学習（social

leammg）が提示されてから政策学習に関する概念は提示されず、公共政策学のテキストブックやハ

ンドブックに前述の社会的学習を含んだいくつかの主要概念が紹介されるにとどまっている。

なぜ政策学習への注目は停滞したのか。その要因としてまず挙げられるのが、政治過程論における

独立変数重視の流れである。いわゆるＫＫＶとして知られるように、政治過程論においては近年「科

学性」が求められ、過程追跡の重要性は指摘されているものの、特定の政策結果（従属変数）をもた

らす独立変数への研究関心が高まってきた。そのため、「過程」を重視し、ともすれば大量の独立変

数をもとに説明を行う政策学習の概念は、（少数の独立変数をもとにした）法則定立性を目指す流れ

と逆行することになったのは否めない。それとあわせ、アイディアや言説、知識（専門知）といった、

独立変数となる認識的要因が注目され、政簸学習への関心がさらに低下することとなった。

また、政策学習の関連概念への関心が間まってきたことも停滞の要因として指摘される。前述のよ

うに政策変容を説明する概念として政策学習が注目されたが、その政策変容において起きた現象、具

体的には「政策波及（policydiiYUsion)」や「政策移転（policytransfEr)｣、さらには「政策収敵

(policyconvergence)」といった現象そのものが注目されていった。そのため、相対的に政策学習へ

の関心が低下することとなったのである。

政策過程分析において特定の分析概念への関心が低下するのは珍しいことではなく、政策学習も時

代遅れの概念と認識されたのに過ぎないのかもしれない。しかし、宗前が指摘するように、政策学習

は政策の内容及びその変化について分析することができる概念である（宗前2008)。また、「ofの知

識」と「ｉｎの知識」がこれまで別個のものとして進展してきた公共政策学にとっても、政策学習の

概念は上述のようにその両者をつなぐ、重要な分析概念である。

以上のような問題状況から、本稿では政策学習の概念について再度考察し、分析枠組みの再構築へ

の手掛かりを検討していくことを目的とする。まず主要な政策学習概念について概観していく。そし

て、社会的学習の概念の提示以降行われた政策過程研究の成果をもとに、政策学習を構成する、①学
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習の主体、②学習の対象、③学習のプロセス、④政策への経路、という４つの要素についてそれぞれ

考察していく。

2.主要学習概念の再検討

政策学習概念に関しては、上述のように多様な概念が提唱されたが、初期の代表的な概念として知

られるのが、①政治的学習（politicalleaming)、②社会的学習、③政策志向学習（policy-oriented

leaming)、④教訓導出（lessondrawing)、⑤政府学習（govemmentleammg)、という５つである

(BenettandHowlettl992)''。これらの学習概念に関して、①学習の主体、②学習の対象、③学習の

プロセス、④政策への経路、という４つの観点から概説していく２)。

2.1政治的学習３１

政策学習概念の噛矢となったのが、ヘクロ（HughHeclo）によるイギリスとスウェーデンの社会

政策の政策過程に関する研究である（Heclol974)。ヘクロは、従来の政治学において権力概念のみで

公共政策を論じることの問題を指摘し、「経験から生じる行動の比較的長期にわたる変化」（Heclo

l974,ｐ､306）という政治的学習の概念を提示した。

政治的学習において「学習の主体」として想定されているのが国家、特に官僚である。従来多元主

義では国家は主体的なアクターとはみなされていなかったが、ヘクロは社会経済環境等の変化に国家

が反応する形で学習し、政策対応が行われるとした４１。

そして、政治的学習において「学習の対象」として想定されているのが、自国での過去の政策にお

ける経験である。また、それとあわせて新しいアイディアや政策の具体的手段等も対象となることも

想定されている。

この政治的学習での「学習のプロセス」に関しては、まず、社会経済環境の変化が学習の契機にな

ることが想定されている。そして、前述のように新しいアイディアをもとに政策対応が行われるが、

その際に重要な役割を果たす存在としてヘクロが指摘するのが「媒介者（middlemen)」というアク

ターである（Heclol974,ｐ､308)。この媒介者が多様なアクター・グループ間を取り持つ形でアイディ

アが伝播されるとしている。

また、学習からの「政策への経路」に関しては、ヘクロは政治的学習をもとにして、①典型的調整

(classicconditioning)、②手段的調整（instrumentalconditioning)、という２つの対応が行われると

している（Heclol974,pp315-317)。前者は、既存の政錐の枠組みの中での対応を図るものであり、

後者は新しい政策枠組みにつながる認識の変化を行うものであるとされる。

2.2社会的学習5）

ホールはヘクロの政治的学習概念の精綴化を目指し、「過去の経験や新しい情報に対応して、政策

の目標もしくは手段を修正する試み」（Halll993,ｐ､278）という「社会的学習」の概念を提示した。

社会的学習の概念においては、ホールは「学習の主体」としてヘクロと同様に国家を想定している

ものの、ヘクロの概念での国家を受動的な存在として批判し（Hall1993,ｐ,276)、より能動的な存在

としている。さらにここで注意しなければならないのが、政策の変化の段階で主体が変化するという

ことである。社会的学習では後述するように漸進的な政策変化の段階と、パラダイム転換をもたらす
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抜本的な政策変化の段階が想定されているが、漸進的な政策変化の段階では当該政策領域の官僚や専

門家といったアクターが主体として想定されている。一方、抜本的な政策変化の段階では政治家やメ

ディアや利害関係者といった幅広い「社会的な」アクターが主体として想定されている。

そして、社会的学習においては、後述のように過去の政策がもたらした結果や新しい環境変化によ

る政策帰結の変化（因果関係の変化）が「学習の対象」として想定されている。

この政治的学習の「学習のプロセス」に関しては、社会的学習ではまず社会経済環境の変化とそれ

による政策の失敗が学習の契機とされる。そして、後述のように段階的な政策変化による対応が図ら

れるとされている。

ホールは学習から「政策への経路」として、①政策手段の設定のみの変更、②政策手段の設定と政

策手段の変更、③政策手段の設定と政策手段に加えて、政策目標自体も変更、という３つの変化の段

階があることを指摘した（Hall1993,ｐｐ､278-279)。ホールは学習によって政策が一気に変化するので

はなく、まず、漸進的な政策変化として、政策手段の設定（具体的水準）や新たな政策手段といった

第一と第二の段階の変化で問題への対応が図られるとされる。そして、それによって問題に対応でき

ない場合、いわゆる「パラダイム転換」として政策目標そのものが見直され、大規模な政策変化を生

じる第三段階の変化が行われるのである。

2.3政策志向学習6）

サバテイア（PaulASabatier）やジェンキンススミス（HankC・Jenkins-Smith）は「唱道連合フ

レームワーク（AdvocacyCoalitionFramework:以下ＡＣF)」という分析枠組みにおいて、ワイス

(CarolHWeiss）らの知識活用に関する研究をもとに「経験に起因し、政策目的の達成もしくは改訂

に関係する、思考や行動意図の比較的持続的な変化」（Jenkins-SmithandSabatierl994,ｐ・'82）とい

う「政策志向学習」の概念を提示した。

サバテイアの政策志向学習で「学習の主体」として想定されているのが「唱道連合（advocacy

coalition)」と称されるアクター連合である。サバティアらは政策決定過程の分析単位として「政策

サブシステム（policysubsystem)」という「場」を設定し、そこでは特定の専門領域について関心を

持つ様々なアクターが参加し影響を及ぼすとした。そして、その政策サブシステム内において政治家、

官僚、利益集団からメディアや政策分析者といった幅広いアクター間において、「諸価値の優先順位

付け、重要な因果関係及び環境の認知、政策手段の有効性についての認識などを共有するもの」とい

う「信念システム（beliefsystem)」を共有するアクターによって唱道連合が形成されるとし、それ

が前述のように学習の主体とされた。

そして、政策志向学習においては唱道連合の中核にある信念システムが「学習の対象」となってく

る。その信念システムには、①最も深屑に位置し、個人のフィロソフィーを形成する規範的・存在論

的原理である「規範的コア（normativecore)｣、②規範的コアを達成するための戦略的政策ポジショ

ンである「政策コア（policycore)｣、③政策コアを達成するための手段的決定（instrumental

decisions）や情報探索（infbrmatioI1search）である「二次的要素（secondaryaspects)｣、という３つ

の階層があるとされ、政策志向学習によって二次的要素と政策コアが変化するとされる。

この政策志向学習での「学習のプロセス」に関しては、サバテイアらは政策志向学習の特徴として、

①自身の信念システムで重要視する目標及び変数の状態に関する理解の改善、②信念システム内部で
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の論理・因果関係の理解の改善、③自身の偏念システムへの異議申立の特定化及び対抗、という３つ

の側面を挙げている。

学習からの「政策への経路」に関しては、ジェンキンスミスとサバテイアはシナリオを提示してい

る。そこでは大きく、①特定問題のイシュー化、②グループ間での分析的議論、③政策案の採択、と

いう３つの局面が存在し、特に分析的議愉の段階で各グループに属する政策分析者が直接的あるいは

間接的にグループの立場を唱道し、その分析結果がいわば啓発的な役割を果たすと想定される。また、

その過程においては、「政策ブローカー」と称されるアクターが、調停者として中立的な立場を取り、

グループ間の政治的コンフリクトを抑え、各グループが了承できる政策案を求める努力が行われるこ

とが想定された71。

2.4教訓導出８１

官僚組織における政策学;Ｗとして、ローズ（RichardRose）は、政策担当部局が同様な政策問題に

直面した他政府での政策及びその社会的帰結について考察するという「教訓導出」の概念を提示した

(Rose1991,1993)。

教訓導出において「学習の主体」として想定されるのは》'1該問題の政策担当部局である。政策担当

部局は特定の政策問題への対応が必要になった際に、様々な怖報源から政策を形成していくとされる。

この教訓導出では、Iiil様な政策問題に直面した他政府において開発・実施された政策及びその帰結

が「学習の対象」として想定されている。またローズが強j淵するように、この教訓導出は主に担当部

局によって行われることから、その学習の対象となる知識は科学的・理論的というよりも実務的知識

が中心となってくるのである。

この教訓導出での「学習のプロセス」に関しては、既存の政策手段への不満が学習の契機となると

される。そして、前述のように他政府における当該政策の内容と併せ、その政策によってどのような

成果が社会にもたらされたかということに関して、失敗教iﾘ'１（negativelessoll）も含めて考察される

のである。

教訓導出からの「政策への経路」に関しては、ローズは教訓導出をもとにした政策対応として、①

特定の政策をそのまま移転する「模倣（copyiI1g)｣、②,特定の政策を自分達の文脈に合うように修正

して採用する「適合（adaptation)｣、③政策手段に関してはある政府から、制度に関しては他の政府

からといったように、２つの政府から政策要素を組み合わせていくという「合成（makingahybrid)｣、

④様々な国の政策要素をもとに新しい政紫を形成する「統合（synthesis)｣、⑤他政府での政策を刺激

として新しい政策を形成する「刺激（inspiration)｣、という５つを挙げている。

2.5政府学習9’

上述の４つの政策学習は、政治学や政策科学における研究およびそれをもとにした概念であったが、

それらとは別に、経営学での「組織学習（organizationallGaming)」の概念を政府部門に適用したの

がエセレージ（LloydEtheredge）とショート（JamesShort）によって提示された「政府学習」の概

念である（ELheredgel981,EtheredgeandShortl983)IC'。

この政府学習において「学習の主体」として想定されているのが、個人と組織の２つのアクターで

ある。後述のように、政府を構成する職員の学習と、それをもとにした組織での学習という二段階の
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学習が想定されているのである。

そして、エセレージとショートは知性（intelligence）の向上と（行動の）効果（effectiveness）の

向上という２つの領域によって政府学習が定義されるとした上で、政府学習は単なる科学的知識だけ

ではなく、過去の経験や、組織デザインまでを「学習の対象」とするとした。

この政府学習における「学習のプロセス」としては、政府職員による学習をもとにした政府組織で

の学習というプロセスが想定されている。そして、政府職員の学習のタイプとして、①科学的手法に

よる学習、②直観的能力（intuitivecapacity)、③創造力、④実施技能（skillLoimplementintentions)、

⑤優れた判断力と知恵（goodjudgmentandwisdom)、という５つが挙げられている。また、政府組

織の学習のタイプに関しては、①トップレベルの意思決定者の知性、②集合的な知的結合（collective

mtellectualcoherence)、という２つが挙げられている。

政府学習からの「政策への経路」に関しては、政府学習では直接的な経路は想定されていないもの

の、組織能力の向上によって政府の問題解決能力が高まること（それによって政策が改善されている

こと）が想定されているのである。

3.学習の主体

本稿の冒頭で指摘したように、９０年代前半までに主要な政策学習概念が提示され、その後は（新し

い政策学習概念が提示されるのではなく）政策移転等の従属変数での現象に注目した政策過程分析が

行われてきた。それらの政策過程分析の分析結果から、政策学習を構成する「学習の主体」という要

素に関しては、①主体の範囲、②主体間の相互作用、という２点に関する指摘がみられる。

3.1主体の範囲

学習の主体に関する指摘としてまず挙げられるのが主体の範囲である。学習の主体としては、前章

で見てきたように、特定のアクター個人からアクター連合、さらには当該政策領域ネットワークまで、

各学習概念において様々なアクターが想定されてきた。しかし、実際の政策過程分析が行われる中で、

政策学習は個々のアクターの行為としてよりも集合的行為として行われる側面が強調されてきた。

学習を個人の単位でとらえるのは組織学習及びその組織学習の影稗を受けた政府学習である。組織

学習においては「組織の構成貝の学習」→「組織による学習」という図式で学習のプロセスが捉えら

れ、政府学習においても政府職員の個人レベルでの学習と、それを受ける形での政府組織での学習と

されている。また、教訓導出の概念においても主要な学習主体は政策担当部局および政策決定者であ

るとされ、アクターが限定的に想定されている。

しかし、政策ネットワークの研究が進められ、ガバナンス論やコアエグゼクティブ論の台頭等とも

に政策決定に関連するアクターの椛造が注目された。その中で、前述の政府学習論や教訓導出で想定

されていた政府職貝というアクターではなく、より広いネットワークを柵成するアクターの集合的行

為として学習が捉えられたのであった。

ペンバートン（HughPemberton）は1960年代の英国の経済政莱をめぐる政策ネットワークとそこ

での学習に注目した（Pemberton2003)。そして、５０年代における政策の失敗が新しいネットワーク

の構成へとつながり、そのネットワークでの学習として政策転換が行われたことが指摘された。

さらに、主体の範囲として指摘されるのがその広がりである。政治家や官僚といったアクターだけ
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ではなく専門家が広く学習に関与していることはホールの社会的学習やサバテイアの政策志向学習に

おいても指摘されていたが、前述のネットワークの拡大とともに多様なアクターが関与してくること

が指摘された。

政策形成と専門家の関連に関しては、ハーズ（PeterMHaas）の認識共同体（epistemic

community）の理論がよく知られているが（Haasl989,1992)、シンクタンクといった場がそれらの

共同体を下支えしていることも指摘された。リッチ（AndrewRich）はアイディアの政治に関するア

プローチの中で専門家とシンクタンクの役割について取り上げ、シンクタンクが知的かつ組織的なイ

ンフラとなっていることを指摘している（Rich2011)。

さらに､専門家の関与以外にも、ペンバートンは多様なアクターの関与を指摘している（Pemberton

2003)。前述のように英国の経済政策に関しては、政策ネットワークの再構成がすすめられる中、

ジャーナリストを含めてアクターが拡大し、学習がすすめられたことが示された。

3.2主体間の相互作用

政策学習が多様な主体間での、いわば集合的行為として行われることが認識される中、その主体間

の連合を形成する中核にあるものへの関心は、政策学習論の初期から間まっていた。特にそこに焦点

を当てたのがサバティアの政策志向学習であった。

サバティアは利益ではなく信念システムによって様々なアクターが結び付き、特定の政策を推し進

める唱道連合が形成されることを指摘した。この唱道連合という概念は政策志向学習の概念以上に注

目され、政策過程分析においてもどのようにアクター連合を認識するかということに大きな影響を及

ぼしたのであった。

そのため、主体間の相互作用に関するサバテイアの認識に対しては、いくつかの批判的見解も示さ

れた。ハン（AlisonHann）は、サバテイアの政策志向学習と政策変化との関連に疑問を呈した上で、

信念システムでの３つの信念の区分の不明確さの問題と'')、深層核（deepcore）での共有によって唱

道連合が形成されているとすることの問題を指摘した（Hannl995)。

また、ポスト実証主義の観点からの政策分析が進められ、言説（discourse）への注目が集まると

(西岡2007)、アクター間の相互作用への言説の影響が指摘された'2)。ハイヤーはある特定の言説が

｢メタファー」としてある事象を強く印象付け、人々の問題認識に大きな影響を及ぼし、問題の定義

を左右してくるとし、さらにその言説に含まれる「ストーリーライン（あらすじ)」によって問題の

構造化が進められるとした（Hajerl993,2005)。そして、ハイヤーは政策過程において特定の言説及

びストーリーラインを様々 なアクターが共有・使用することを指摘した（Hajerl993,2005)。それら

は従来の利益やサバティアの信念システムを超えた連合であり、ハイヤーは「言説連合（discourse

coalition)」として定義した。

4.学習の対象

政策学習の対象に関しては、ベネットとハウレットが示したように、組織プロセスから政策手段、

政策理念まで、学習を行う目的及びその効果まで多様なものが想定されてきた。その中で、学習の対

象とされる知識に関しては、政策過程における専門的知識の役割や専門的知識のガバナンスの研究の

進展から、①知識の範囲、②知識の性質、という２点に関して指摘がなされた。
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4.1知識の範囲

学習の対象となる知識に関しては、当初は政策分析や政策研究によって提示される専門的知識・理

論的知識（専門知・理論知）が中心となっていた。もっとも、ローズの教訓導出では、当該政策の実

施とその結果に関する知識も対象とされていたように、必ずしも専門知・理論知に限定されないこと

が示される中、上述のような研究の進展から学習の対象となる知識の範囲は広いものが想定されるこ

とになった。

まず、学習の対象となる知識として挙げられるのが「実務知」である。実務知とは政策を実施して

いく上での実務的知識であり、政策過程での実践および経験によって正当化された知識である。

実務知には、担当部局が普段の政策形成や政策実施での経験をもとに得られる知識がある。同知識

は、政策の総合化やポリシーミックスとして政策のパッケージを形成して行く上で求められるもので

あり、担当部局が政策を実際に形成し、社会に適用する中でその結果をもとに個人または組織で蓄積

していくことが想定される。

また、官僚機櫛が具体的な制度設計に関して有する「専門的執務知識」（木寺2008）も実務知とし

て認識されている。専門的執務知識とは、外部から得た専門知・理論知を行政の現場で活用するため

の知識であり、具体的には行政文脈に関する知識と職務遂行管理に関する知識が含まれるとされる

(木寺2008)。

これらの実務知とあわせて学習の対象となる知識が「現場知（localknowledge)」である。現場知

とは、政策のありかたを検討していくうえでの知識であり、政策の需要側によって「正当化」された

知識である。

政策過程における専門家の台頭によって、いわゆる「専門家・非専門家」観のもとで、政策形成の

場から非専門家は実質的に隔絶されてきた。しかし、専門家が有する理論知や実務知の問題、特に社

会から遊離した偏った知識をもとに形成された政策が失敗することによって、非専門家及び非専門家

の有する知識が注目され、それが「現場知」として認識されることになったのである。

4.2知識の性質

学習の対象となる知識の範囲の広がりが指摘される中、専門知．理論知に関してもその知識の性質

への関心が高まった。理論とされるものも不変のものではないことはよく知られていることであり、

専門知・理論知も決して確定したものではないため、そのような知識の性質と学習の様態への関心が

高まった。

この点に関して、フランツ（JanetE・Frantz）と佐藤元は「情報の性質（natureofinfbrmation)」

が政策学習の様態に影響を及ぼすことを指摘している（FrantzandSato2005)１３)。科学的専門情報へ

の過度の信頼が民主主義的政策決定を危うくすることは懸念され続けているものの、分析技法や理論

やデータが広く認められたものであれば、政策決定者は専門情報を受け入れるものとされる。そして、

専門家ネットワークの凝集性（cohesion）の程度がそれを左右することをフランツと佐藤は指摘して

いる。すなわち、当該ネットワークがまとまりのある集団であれば、情報は（異議なく）ピアレ

ビューをされて広まり、政策決定者に受け入れられることになるのである。フランツと佐藤は具体的

に日本と米国でのハンセン病政策の政策過程を取り上げ、日本の政策が立ち遅れた原因について分析

を行った。そこでは、日本の研究者が第二次世界大戦をはさむ形で国際的なハンセン病研究フォーラ
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ムの場から取り残されたため、米国において画期的な治療技法が提示されたにも関わらず、その政策

学習が遅れ、日本では隔離政策の継続といった問題が生じたことが指摘された。

また、宗前は専門情報の「強度」という概念をもとに、政策変容の程度について検討している（宗

前2005)。情報の非対称性として知られるように、専門家が有する情報・知識に対しては市民の側は

合理的な反証を行うことは不可能であり、そのような知識や情報は権力資源となっている。もっとも、

専門家集団が社会的にどのように位置づけられ、政策過程にどのように関与できるかは一定ではなく、

その専門家集団が特定の政策イシューに対して専門的な合意が達しているかという、専門情報の「強

度」が重要になってくることが指摘されている。そして、宗前は福岡県と沖縄県の公立病院改革の政

策過程を取り上げ、沖縄県での審議過程について、医療の専門知識が分断され、医療関係委員間でも

現状認識に大きな差異がみられたことを指摘している'4)。そのため、県立病院システムの全体の方向

について合意があったとは言えず、逆に財務的状況に関する情報が改革の議論に大きな影響を及ぼし

たことを指摘している。

5.学習のプロセス

政策学習がどのように進められるかという学習のプロセスに関しては、ヘクロの政治的学習やホー

ルの社会的学習では既存の政策を取り巻く状況の変化が契機となることが示された。また、ローズの

教訓導出においても、既存の政策への不満というものが契機となることが示された。そして、その後

の政策学習の過程に関する分析においては、その学習の契機と実際に行われる学習での規則性につい

て指摘されることとなった。

5.1学習の契機

前述のように、どのように政策学習の必要性が認識され、学習が進められるかということに関して

は、従来の学習概念では社会経済状況の変化が生じた時や既存の政策への不満が高まった時であると

されてきた。しかし、ここで生じるのが、そのような危機的状況が生じると、必ず、いわば自動的に

学習が進められるかという疑問である。

この疑問に対し、タヴィット（MaIgitTとWit）は必ずしも危機的な状況に対応してすぐに学習が行

われるとは限らないことを指摘している（Tavit2003)。タヴイットは歴史的制度論での知見をもとに、

過去の危機的状況への制度対応の成功体験の有無が、学習への取り組みへの差異になることを強調し

ている。そこで事例に取り上げられたのが、エストニアとラトビアでの年金改革過程である。1990年

代初頭において両国とも同様の賦課方式をもとにした年金システムを導入していたものの、財政危機

に直面すると、両国は異なる対応をとることとなった。ラトビアはスウェーデン方式と称される、拠

出建てと賦課方式を組み合わせた制度を1996年に導入し、その過程ではスウェーデンの年金制度の専

門家が多く関与することとなった。それに対し、エストニアは独自で年金システムを再設計し、２０００

年に新制度に移行した。バルト三国として類似した国家間でのこのような政策対応の差異に関し、タ

ヴイットは過去の危機への対応に注目し、その成功経験の有無が政策学習に影響していることを指摘

したのであった。
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5.2学習の規則性

学習の行われかたに関しては、その学習に規則性があるかどうかということへの関心が高まった。

学習の対象に関しては、ローズは地理的、時系列的に教訓導出が行われることを示唆しているが、そ

れを計量的に示した伊藤修一郎による地方自治体間の相互参照に関する研究である（伊藤2008)。

伊藤は相互参照の規則性に関して、①地理的距離、②（自治体の）規模、③（自治体の）格、とい

う３点から検討を行った。まず、地理的距離に関しては、政策策定時には先進自治体を参照する傾向

はあるものの、同一県内に参照先を含む傾向があることが示された。次に、規模に関しては、人口や

予算規模が近い自治体が参照され、また都市化の度合いが同程度の近い自治体が参照される傾向にあ

ることが示された。岐後に自治体の格に関しては、制度上同格かそれ以上の自治体を参照され、格下

の自治体はあまり参照されない傾向があることが示された。

また、相互参照さらには政策移転に関しては、特定のアクターの関与（による学習）が指摘される。

松岡は「間接的政策移転」という概念を提示し、その中で政府が直接的に参照するのではなく、特定

のアクターが介在する形で学習が行われることを指摘した（松岡2007)。実際に、松岡はわが国の都

道府県でのバス事業の規制緩和を取り上げ、都道府県が直接的に対象を定めた学習を行ったのではな

く、監督官庁である国土交通省から都道府県への出向者が介在する形で学習が行われ、その出向先で

の情報が間接的に移転する形で政策形成へとつながったことを指摘した。

６．政策への経路

学習された知識がどのように実際に政策につながるかということに関しては、政策学習の概念では

あまりに不十分であった。その後の政策学習及びその事例に関する研究、さらには新制度論やアイ

ディアアプローチの研究から、①知識のキャリア、②制度による制約、③政策変化のプロセス、とい

う３つが指摘される。

6.1知識のキャリア

政策学習によって独得された知識がどのように政策に反映されるか、もしくは政策が変化するかと

いうことに関しては、まず、その知識がどのようなアクターによってどのように政策決定に過程に投

入されるかということが重要になる。「アイディアの政治（politicsofideas)」においてアイディアの

説得力とアイディアの推進者が重視され（DerthickandQuirkl985)、また、改革や政策変容を推進

する政策起業家（policyentrepreneur）の概念がよく知られているように、個別アクターの行動が注

目されてきた。

そのような流れの中で、特定のアクターが特定の知識（およびその知識をもとにしたアイディア）

のキャリアとして、政策決定過程に投入することが注目された。

ダドリー（GeoffreyDudley）とリチャードソン（JeremyRichardson）は、政策変容の過程におい

て、特定のアクターが知識のエージェント（agent）として機能することに注目した（Dudleyand

Richardsonl996)。ダドリーとリチャードソンが取り上げたのが、英国の道路政策における大臣の活

動であった。高速道路ネットワークの整備に関しては、1954年に運輸大臣に就任したボイドカーベン

ター（JohnBoyd-Carpenter）が政策発案者（policyinitiator）として機能し、とりわけ課金設定にお

いて自身の信念から無料としたことが指摘された。また、1976年に迎輸大臣に就任したロジヤース
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(BillRodgers）は、オイルショックに起因する経済危機や、環境グループの台頭によって問題視され

ていた高速道路整備に関して、政策ブローカー（policybroker）として調整にあたったことが指摘さ

れた。

知識のキャリアに関しては、このような高位の政治家や官僚といったアクターのみではないことも

指摘される。拙稿で示したように、わが国の航空輸送産業の第二次規制改革においても重要な役割を

果たしたのは慶噸義塾大学教授の中条潮であった（秋吉2008)。中条は1996年３月に行政改革委員会

規制緩和小委員会の参与に就任すると、大幅な自由化の基礎となる競合可能性理論および同理論に基

づいた「参入・退出の自由」という知識を政策決定過程に投入し、その知識をもとに政策案を自ら策

定したのであった。

6.2制度による制約

政策学習によって体得され、キャリアによって投入された知識はそのまま政策に反映されるわけで

はなく、政策形成過程、政策決定過程での「政治｣、とりわけその制度による制約に直面することに

なる。従来の政策学習においては、知識活用と政治の問題を指摘したＡＣＦに関しても、ジェイムス

(ThomasE､James）とヨルケンセン（PaulDJorgensen）が指摘するように、ＡＣＦでは事件等の外生

的ショックや政権交代等の政策変化への影響は考察しているものの、政策知搬がどのように政策変化

に影響を及ぼすかということへの考察が不十分であることは否めない（JamesandJorgensen2009)'5)。

そして、新制度論の観点からの政策過程分析から、①政策決定の場（poucyvenue)、②拒否点

(vetopoints)、③政策遺産（policylegacies)、という３つの制度的要因が政策知識の投入に影響する

ことが指摘される。

第一の政策決定の場とは、当該政策領域において政策形成及び政策決定が行われる「場」であり、

制度によってその特性が規定される（BaumgarmerandJonesl991)。新制度論では制度によってアク

ターの参加が制約されるとされるが、この制約を具体的に示しているのが、制度によって形成される

｢政策決定の場」である。どのような「場」が形成されるかということによって、政策決定に関与す

る（関与することができる）アクターが規定されるのである。そして、それによって、上述の知識の

キャリアがどのように政策決定に関与することが出来るかが規定され、政策変容及びその内容に大き

な影聯を及ぼすことになるのである（DuddlyandRichardsonl996、秋吉2007a)。

第二の拒否点とは、政策決定過程において特定のアクターが拒否権を行使できる段階のことであり、

制度によって規定される（Immergutl990)。この拒否点の数、及びその制度的位置が政策変化に影響

を及ぼすことは指摘されていたが（Immergutl990)、政策学習においても影響を及ぼしてくる。政策

の大規模な変化につながるアイディア・知識が学習されても、政策決定過程での拒否点の位置によっ

て実際に投入・反映されるかが規定されるのである（内山2005、秋吉2007b)。

第三の政策遺産とは、過去の制度が「遺産」として、現在の制度に痕跡を残すことである（Weir

andSkocpoll985)。ヘクロの政治的学習とホールの社会的学習においても過去の制度の影響は指摘

され、とりわけ社会的学習においては制度の「粘着性」との関連で制度変化への影響が強調されてい

た。さらに、政策移転での研究において、他国及び他政府でのアイディアの採択では既存の制度との

関連が考慮されることが指摘され、アイディアに対して政策遺産が影響することが指摘された（秋吉

2007b)。
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6.3政策変化のプロセス

実際に制度的制約の下で投入された知識がどのように政策変化、制度変化へとつながるかというこ

とに関しては、ローズの教訓導出では５つのパターンが示されたが、あくまで政策変化の帰結を提示

したに過ぎなかった。この政策変化のプロセスを提示したものとして注目されたのが、ホールの社会

的学習である。そこでは３つの段階が示され、政策変化、制度変化の動態を示すものとしてその枠組

みが用いられてきた。しかし、同概念をもとにした分析が進められる中、同概念で提示された変化の

動態、特に単線的な変化に関する批判が提示された'6)。

オリバー（MichaelJ.Ｏliver）とペンバートンが問題視するのは、社会的学習の中核にある、第三

段階の政策パラダイム転換のメカニズムである（OliverandPemberton2004)◎ホールは第一、第二

段階での漸進的変化の試みが失敗した時に（支配的アクターの権威が失墜し）新しい政策パラダイム

への転換が生じるとする。しかし、オリバーとペンバートンは、ホールのモデルは単線的であり、新

しいアイディアの探索とその採択に向けた争いがあるとした。実際にオリバーとペンバートンは1940

年代からの英国の経済政策の政策過程部を分析し、ホールの社会的学習で想定されている制度変化は

70年代の政策転換を説明しているだけであることを指摘している。

７．まとめ

本稿では、1990年代前半までの主要政策学習概念を概観した上で、その後の政策過程分析の研究成

果をもとに、①学習の主体、②学習の対象、③学習のプロセス、④政策への経路、という４つの観点

から、政策学習概念の再構築への手掛かりを探ることを目的としていた。

第一の学習の主体に関しては、まず、集合的行為としての学習という認識が深まる中、学習に関与

するアクターの広がりが認識されてきたことが指摘される◎また、その主体間の相互作用に関しては、

初期の学習概念が強調された信念の構造への疑問が呈されるのとあわせて、言説によるつながりとい

うことも認識されてきたことが指摘される。

第二の学習の対象に関しては、まず、知識の範囲が従来の専門知・理論知から、官僚制度の有する

実務知、さらには社会が有する現場知まで、政策形成に関連する知識の広がりとともに、学習の対象

の広がりとして認識されてきた。また知識そのものの性質に関しても、その不確実性という側面が強

調されてきたことが指摘される。

第三の学習のプロセスに関しては、まず、学習が自動的には生じるものではないことが指摘される。

また、その学習の規則性として、特に参照先に関しては一定の規則性があることが指摘される。

第四の政策への経路に関しては、まず、知識のキャリアの存在と、その多様性が指摘される。また、

政策決定の場、拒否点、政策遺産といった制度的要因による政策学習への影響が指摘される。さらに、

制度変化のプロセスとして、複線的な変化の存在が指摘される。

政策学習の概念は、政策過程の複雑性ゆえに多様な概念が提示され、体系化が困難になってきた。

また、政策過程分析における独立変数の重視から、知識やアイディアへの関心が高まり、さらに、政

策移転、政策収敵といった（政策学習の結果による）従属変数の変化そのものへの関心が高まり、政

策学習への関心は低下してきた。

しかし、問題の所在でも述べたように、政策学習の概念は政紫内容への変化を分析することが可能

な概念であり、また、知識やアイディアをもとにした分析アプローチにおいても政策への因果メカニ
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ズムが不明確な問題が指摘されている。そのため、本稲で示した４つの要素をもとにした新しい知見

をもとに、特に政策への経路を明確にすることによって、政策学習概念の再構築を行っていくことが

求められるのである。

＊本稿は科学研究饗補助金基盤研究（C）（研究代表者：秋吉貴雄）による研究成果の一部である。

注

１）その他の政策学習概念として、メイは、①道具的政紫学習（instrumentalpolicyleaming)、②社会的

政策学習（socialpolicyleamiI1g）という２つの類型を提示している（Mayl992)。前者の道具的学習

は「政策介入もしくは実施デザインの実行可能性（viability）に関する新たな理解を伴う」（May1992,

ｐ､335）とされ、政策及び実施デザインを形成する政策手段が学習の対象とされている。一方、後者

の社会的政策学習は「政策の社会的構成について、当該政策領域のエリートらによる新たな構成もし

くは再確認を伴う」（May1992,ｐ､337）とされ、政策問題そのものや、政策の範囲、もしくは政策目

標が学習の対象とされている。

２）初期の政策学習概念に関するわが国での代表的レビュー論文として挙げられるのが平松（2002）であ

る。以下の５つの学IiW概念の詳細な紹介については、同論文を参照されたい。

３）政治的学習の概念に関しては、後述の政策学習概念、とりわけ社会的学習概念の基礎となっているた

め、Ｈａｌｌ（1993）をはじめ多くの論文で社会的学習の概念とあわせて検討されている。わが国におい

ては前述の平松（2002）とは別に、宮本（2006）でも紹介されている。

４）この点に関して後の、家論の研究者から国家の自律性を示すものとしてヘクロの研究は注目されたが、

ホールは後述するようにここでの国家は受動的な存在であり、自律的ではないことを政治的学習概念

の問題点として指摘している（Hall1993,ｐ,276）

５）この社会的学習の概念は政策学;Ｗ概念の代表的概念の一つとされることもあり、同概念を批判・修正

したモデルによる分析もいくつか見られる（GreGnGr2001、Pemberton2003、Peterson2003、Oliver

andPemberton2004)。わが国においては前述の平松（2002)、宮本（2006）でも同概念が紹介され、

さらに浅野（2007)、和田（2011）では同概念をもとにした政策過程分析が行われている。

６）政策志向学習の概念は唱道連合フレームワークや唱道連合の概念の方が注目されたため、政策志向学

習そのものに関する研究は少ない。わが国においては前述の平松（2002）や秋吉（2000）で紹介され

ている。対照的に唱道連合フレームワークに関する研究は多数あり、批判的論考もいくつか見られる

（Hannl995、Schlagerl995、FeI1gerandKlok2001)。

７）この政策ブローカーとしては、官僚の首脳部や議会の委員会の委員長クラスが想定されている。

８）教訓導出に関しては、ドロウイッツ（DavidDolowitz）とマーシュ（DavidMarsh）が提示した政策移

転の概念（DolowitzandMarshl996,DolowiLzeL､al2000）がその後注目されたこともあり、その政策

移転に関する研究の１１１で（先行研究として）言及されることが多い。わが国では、松岡（2007)、秋

吉（2007b）で政簸移転・教訓導出の概念が紹介されている。

９）政府学習の概念は後述するように経営学の組織学習に依拠したものであったため、政策過程分析では

分析概念としてあまり用いられなかったことは否めない。政府学習（行政組織における学習）の近年

の研究としてはBusellberg（2001)、BrowmandBI．u〔lllGy（2003）などが準げられる。

１０）組織学習の概念に関しては多くの文献があるが、近年のものとして安藤（2001）を参照されたい。

11）さらにハンは信念は「種類（kind)」で差異があるのではなく、「強固さの程度（degree)」で差異が

あることを指摘した（Hannl995,ｐ､25）
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12）言説分析並びに後述のハイヤーによる研究に関しては西岡（2007）を参照されたい。以下の記述も西

岡（2007）に拠っている。

１３）フランツと佐藤は、この「怖報の性質」のほかに、「問題の性質（natureoftheproblem)」と「討論

の性質（natureofthGdebate)」を政策学習の様態に影響を及ぼす要因として指摘している（Frantz

andSato2005)。

１４）宗前は、全ての県立病院の直営を廃止した福岡県での改革に関しては、審議会の特定の委員の強い信

念（さらにはその信念への他の委員の支持）をもとにした、いわば「信念の政治」によって進められ

たことを指摘している（宗前2005,ｐｐ,229-230)。

15）また、ジェイムスとヨルゲンセンは、政策志向学習はアクターの信念システムの変化に注目している

ため、「どの（which)」政簸変化が起きたかではなく、「いつ（when)」政策変化が起きたかというこ

とに焦点が当てられていることを問題と指摘している（JamesandJoIgensen2009,ｐ､146）

16）近年では、政策学習論とは別にこの制度変化に関する考察が進められ、制度転用（Conversion)、制

度併設（layering）といった概念が提示されている。詳細については北山（2011）を参照されたい。

参考文献

秋吉貴雄（2000）「政策変容における政策分析と議論一政策志向学習の概念と実際一」「日本公共政策学会

年報：公共政策2000｣，ｐｐｌ－ｌ３

秋吉貴雄（2007a）「公共政策の変容と政策科学：日米航空輸送産業における２つの規制改革」有斐閣

秋吉貴雄（2007b）「政策移転の分析枠組みの構築に向けて」「熊本大学社会文化研究」５号．ｐｐｌ－ｌ４

安藤史江（2001）「組織学習と組織内地図」白桃書房

浅野康子（2007）「｢社会的学習」モデルによる民営化過程の分析：英仏における自動車メーカーの民営化

を事例として」「国際政治経済学研究」１９，pp61-75

平松英哉（2002）「政策フィードバック過程の研究：英米における「政策学習」研究の盤理を中心とし

て」「同志社法学」５４巻２号，pp40-70

伊藤修一郎（2006）「自治体発の政策革新：景観条例から景観法へ」木鐸社

加藤淳子（1995）「政策知識と政官関係」「日本政治学会年報」ｐｐ､107-134

木寺元（2008）「地方制度改革と官僚制：外部専門家のアイディアと行政官の専門性の視座から」「年報政

治学」2008-Ⅱ，pp296-315

北山俊哉（2011）『福祉国家の制度発展と地方政府：国民健康保険の政治学」有斐閣

松岡清志（2007）「政策移転の類型化：自治体のバス政策を題材として」「早稲田政治公法研究」８６号，

ppl43-l72

宮本太郎（2006）「福祉国家の榔編と言説政治：新しい分析枠組み」宮本太郎編著「比較福祉政治：制度

転換のアクターと戦略」早稲田大学出版部

西岡晋（2007）「政策アイディア論・言説分析」牒公一郎・藤井浩司編「コレーク政策研究」成文堂，

ppl43-l68

宗前清貞（2005）「政策過程における専門情報の強度：公立病院改革を題材に」「政策科学・国際関係論

集」７号．ｐｐ､195-242

宗前清貞（2009）「医療政策における専門知の形成と機能」久米郁男編著「専門知と政治」早稲田大学出

版部，ｐｐ､l49-l76

内山融（2005）「政策アイディアの伝播と制度一行政組織改革の日英比較を題材として－」「公共政策研

究」５号．ｐｐ・'１９－１２９



1４ 秋吉貴雄

和田洋典（2011）「制度改革の政治経済学：なぜ情報通信セクターと金融セクターは異なる道をたどった

か？」有信堂

Baumgartner,ＦｒａｎｋＲ､andBIyanDJones.（1991）“Agendadynamicsandpolicysubsystems",ＪＤｕ”ｌａＩＱ/・

Ｐｂ""Ｃｓ,53,pplO44-lO74

Bennett,ＣｏｌｉｎＪ,andMichaelHowlett（1992）“Thelessonsoflearning:reconcilingtheoriesofpolicy

leamingandpolicychange",ＰＣ〃ｃｙＳｃ１ｊ”ces,25,ｐｐ､275-294

Brown,MaryMaureenandJeffreyL､Brudney（2003）“Learningorganizationsinthepublicsector:ａｓｔｕｄｙ

ｏｆｐｏｌｉｃｅａｇｅｎｃｉｅｓｅｍｐｌｏｙｉｎｇｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎａｎｄｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙｔｏａｄｖａｎｃｅｋｎｏｗｌｅｄｇｅ.”Ｐ狸ｂｌＺｃ

Ａα”ｍｓｔｍ〃o”Reufe”,63,ｐｐ､30-43

Busenberg,GeorgeJ．（2001）“Learninginorganizationsandpublicpolicy",ＪＤ叫ｍａｊＱｒＰ“ｂＪｆｃＰｂ"cy,２１，

ｐｐ､l73-l89

Derthick,MarLhaandPaulJ・Quirk（1985）wzePo”csq/、e函拠jα〃o",Brookingslnstitution

Dolowitz,Ｄ・andMarsh,，.（1996）‘‘Wholearnswhatfromwhom:arev1ewofthepolicytransfErliterature"，

Poj”ｃａｊＳ伽｡les,44,ｐｐ,343-357

Dolowitz,DavidPL,ＲｏｂＨｕｌｍｅ,MikeNellis,andFionaO1NGill（2000）ＰＯ"Ｃｌ/７>mzWi？γα犯ｄＢ”ljs九Social

Pbjfcg,ＯｐｅｎＵ､Press

Dudley,GeoffreyandJeremyRichardson（1996）“Promiscuousandcelibateministerialstyles:policy

change,policynetworksandBritishroadpolicy，',ＲＬγ"αｍｅ７ｚｊａ咽Ａｊiz縮,49,ｐｐ､566-583

Etheredge,ＬｌｏｙｄＳ．（1981）.‘Govemmentieaming:anoverview"ｉｎLong,Ｓ・ｅｄ.,ｍｅ地”booAcQ/､Ｐｂ”ｃａｊ

Ｂｅ〃αUioγ,Pergamon,pp73-l61

Etheredge，ＬｌｏｙｄＳ,ａｎｄＪａｍｅｓＳｈｏｒｔ（1983）“Thinkingaboutgovernmentleaming",ＪＯ”"αＪｑ/・

ﾊｲｍｚａｇｅ７"ｅ７ＭＳＺｕａｉｅｓ,20,ｐｐ､41-58

Fenger,MennoandPieteFJanKlok（2001）“Interdependency,belieiS,andcoalitionbehavior:Acontribution

totheadvocacycoalitionh･amGwork,"ＰＣ"c〃Ｓｃ泥?CCGS，34,ｐｐ､l57-l70

Frantz,JaneIE､ａｎｄＨａｊｉｍｅＳａｔｏ（2005）“The舵rtilesoilforpolicyleaming",ＰＣ"cgScZe?zces,38,ｐｐ,159‐

l76

GreeneI;Iaｎ（2001）“SocialleamingandmacroeconomicpolicyinBritain",ＪＯ秘ｍａＪＱ/・Ｐ２４ｂ"ｃＰｂ"cZﾉ,２１，

ppl33-l52

Hall,PeterA．（1993）“PolicyParadjgms,SocialLeaming,andtheState",ＣｏｍＰａｍＺ"ePoJ"Ｃｓ,23,pp275‐

２９６

Haas,PeterM（1989）“Doregimesmatter?：epistemiccommunitiesandMediterraneanpouutioncontrol"，

航te?７２α"ｏ７２ａｊＯｍＩａ沌麓α〃o７２，４３，ｐｐ,377-403

Haas,ＰｅｔｅｒＭ（1992）“Introduction:epistemiccommuniUesandinternationalpolicycoordination"，

加膨７７２α〃ｏ７ｌａｊＯｍα"産α〃o泥,46,ｐｐ,l-35

Hajer,MaartenA．（1993）“Discoursecoalitionsandtheinstitutionalizationofpractice:Thecaseofacidrain

inGreatBritai､",ｉｎFischer,FrankandForester,Ｊｏｈｎ（eds）ｗｚｅＡｍ“ｍｅ"Zα"ｅｍｍ”ＰＣ"cJ

A72ajZ/ｓｊｓａ祝ａＰＪａｍｚ伽９，Duke,ｐｐ,43-76

Hajer,MaartenA．（2005）℃oalitions,practices,ａｎｄmeaninginenvlronmentalpolitics:fromacidrainto

BSE'｡,inHowarth,DavidandTorIing,Jacobb(eds.)Dfsco吻窓ｅ７ｿzeo7W”ＥｕγOpeα”ＰＤＩ"ics:ﾉde脚"似

Ｐｂ"ｃｙα”αGouema7zce,PalgraveMacmillan,pp297-315

Hann,Alison（1995）“SharpeningupSabatier:beliefsystGmsandpublicpolicy",Politics,15,ｐｐ､19-26



政筑学習論の再柵築に向けて １５

1mmergut,ElleｎＭ．（1990）“Institutions,vetopoints,andpolicyresults:Acomparativeanalysisofhealth

care"Ｊｏ秘７．?ｚａＪＱ/PzJb"cPbjfcZ/,１０:391-416

Heclo,Ｈｕｇｈ（1974）ＭＯｄｅｍＳｏｃｆａｊＰり"ciesj泥Ｂγｉｔα"αmSuﾉede7z,YaleUniversityPress

James,ＴｈｏｍａｓＥ､andPaulDJorgensen（2009）“Policyknowledge,policyfbrmulation,ａｎｄchange：

revisitingafbundationalquestio､",ＰＣ"ＣｌﾉSZuaiesJb秘、αﾉ,37,ｐｐ・l41-l62

May,PeterJ.（1992)蜜Policyleamingand血ilure",JoumalofPublicPolicy,12,ｐｐ､331-354

0liver,MichaelJ,andHughPemberton(2004)"Leamingandchangein201肺centuIyBritisheconomicpolicy，｡，

Ｇｏｕｅｍａ?zＣｅ,vol,17,pp415-441

Pemberton,Ｈｕｇｈ（2003）‘‘Leaming,govemanceandeconomicpolicy'，,Ｂ流ｔｆｓｈＪＯ“γ､７ｚａｊＱ/ＰＣ“Ｃｓα"。

〃temcL"o"αjReJα"o?２s,５，ｐｐ､500-524

Pemberton,Ｈｕｇｈ（2004）ＰＤ"cZﾉＬｅα””α７２ｄＢ両Zis九ＧｏＵｅｍａ?zＣｅ"theI960s,PalgraveMacmillan

Peterson,Mark.Ａ･（2003）“Thelimitsofsocialleaming:translatinganalysismtoaction'.,Jb秘ｍａｊＱ/・雄α"ﾉｚ

ＰＯＩ伽ｆｃｓＰｂｊｚｃＪａ７ｚｄＬα”,22,lO77-lll4

Rich,Andrew（2011）“Ideas,expertise,andthinktanks，，,Beland,DanielandRobertHemyCox,雄ａｓα?zd

Poj"Ｃｓ”SocfaJScie7zceReseα”ん,OxfbrdUniversityPress,ｐｐ､l91-208

Rose,Richard.（1991）"Whatislesson-drawing,，Jb秘ｍａｌＱ/､恥bjZcPb"cZ/,１１，ｐｐ,3-30

Rose,Richard．（1993）Lesso"-,ｍ""g”Ｐ２ﾙb"ＣＰＯ"cZ/,ChathamHouse

Sabatier,PaulA．（1988）“Anadvocacycoalitionframeworkofpolicychangeandtheroleofpolicy-oriented

leamingtherein",ＰＣ"cyScie7zces,21,ｐｐ・l29-l68

Sabatier,PaulAandHankC､Jenkins-Smith（1993)PolicyChangeandLeaming,Westview

Schlager,Edella（1995）“Policymakingandcollectiveaction:definingcoalitionswithintheadvocacy

coalitionframework，',ＰＯ"cgScfe?zces,28,pp243-270

Tavit,MaIgit（2003）“Policylearninganduncertainty:thecaseofpensionrefbrminEstoniaandLatvia"，

ＰＣ"cZ/８ｔ秘djesJb“γ、1,31,ｐｐ,643-660

Weiss,CarolH．（1977）“Researchfbrpolicy'ssake:theenlightenmenthmctionofsocialresearch",ＰｂｊＺｃＵ

ＡｍＪｇｓｆｓ,３，ｐｐ､531-545

Weir,MargaretandThedaSkocpol（1985）“StatestructureandthepossibilitiesfbrKeynesianresponsesto

thegreatdepressioninSweden，Britain，andtheUnitedStates，'inEvans，ＰｅｔｅｒＢ.，Dietrich

Rueschemeyer,andThedaSkocpoled・Ｂ７Ｗｚｇ"ｇ仇ｅＳｔａｔｅＢａｃｋ伽，CambridgeUniversityPress，

pplO7-l68

Yee,AlbertS．（1996）“ThecausalefYEctsofideaso､policies",”e、α"o泥ａＪＯｍα"fzα"o",50,ｐｐ､69-108



１６ 秋吉 世雄

TowardRebuildingtheAnalyticalFrameworksfbrPolicyLearning

［Abstract］

AKIYosHIT1akao

Thisstudyreconsideredthenotionofpolicyleaminginordertorebuil〔ItheanalyticalhPamework、

Since70'sintensivepolicystudiGshavebeenimp1ementedinU.S､,ａｎｄｔｈｅｎｏｔｉｃｅｏｎ"policylearning”

hasbeenincreased,SeveraltypesofleaminghavebeGnpresente｡,whichwel｡ｅ，‘politicallearning，.，

"socialleaming",‘‘policyorientedleaI.､ing",“lesson-drawing''ａｎｄ“govemmentleal､nｍｇ"､But,assome

criticizGdthGconceptofpolicyleamingwereambiguityithenoｔｉｃｅｏｎｔｈｉｓnotionhasbeendecreased

smce9０，s・

Reviewingrecentstudiesonpolicyprocess,wefbundseveralimplicationsfbrthenotionofpolicy

leaminginthefburcomponents,whichwerel）thGsuhiectofleamillg,２)theobjectofleaming,３)the

processoflearning,4)thechamlelfbl･policy．
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